
　

億
８
４
３
５
万
円
（
２
・
１
％
）

１１の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。　

　
　

年
度
の
予
算
編
成
で
は
、
市

３１
税
収
入
の
増
な
ど
に
よ
り
、
一
般

財
源（
囲
み
の
用
語
解
説
を
参
照
）

で
約
２
億
３
０
０
０
万
円
の
増
を

見
込
ん
だ
も
の
の
、
障
害
者
福
祉

費
や
教
育
・
保
育
給
付
費
負
担
金

な
ど
の
扶
助
費
の
増
や
、
除
排
雪

業
務
委
託
料
な
ど
の
除
雪
費
を
当

初
予
算
で
計
上
し
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
約　

億
９
０
０
０
万
円
の
財

１７

源
不
足
が
生
じ
た
た
め
、
財
政
調

整
基
金
の
繰
り
入
れ
や
過
疎
債
を

充
当
す
る
こ
と
で
収
支
均
衡
予
算

を
編
成
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
内
訳

　
　

年
度
の
一
般
会
計
予
算
の
歳

３１
入
と
歳
出
に
つ
い
て
、　

年
度
当

３０

初
予
算
と
比
較
し
た
主
な
特
徴
は

次
の
と
お
り
で
す
。

平成３１（２０１９）年４月　広報おたる　２

【
歳　

入
】

�
市
税
／
法
人
市
民
税
な
ど
で
減

収
を
見
込
み
ま
し
た
が
、
固
定
資

産
税
や
都
市
計
画
税
な
ど
で
増
収

を
見
込
ん
だ
こ
と
か
ら
、
３
億
５

２
８
０
万
円
増
の
１
３
５
億
７
３

５
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
地
方
交
付
税
／
国
の
地
方
財
政

計
画
の
伸
び
率
な
ど
を
基
本
に
、

市
の
特
殊
事
情
や
臨
時
財
政
対
策

債
へ
の
振
り
替
え
に
よ
る
控
除
額

を
勘
案
し
て
積
算
し
た
結
果
、
２

２
０
０
万
円
増
の
１
５
７
億
３
６

０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
市
債
／
臨
時
財
政
対
策
債
で
３

億
１
７
０
０
万
円
の
減
と
な
り
ま

平
成
平
成

年
度
予
算
を
編
成

年
度
予
算
を
編
成

３３１１

　平成31年度は、市長に就任して初めての当初予算

編成となりました。歴史と伝統ある小樽のかじ取り

役を担う責任と、市民の皆さまからの期待をあらた

めて感じているところです。

　予算編成に当たっては、まちづくりの基本方針と

して私が政治姿勢に掲げた３つのキーワード�対話

の重視��経済と生活の好循環��備え�を念頭に

置きながら、厳しい財政状況を踏まえ、限りある財

源を生かすため�選択と集中�の観点で事業の厳選

を図りました。

　その中で、特に重視したのは、近年増加する自然

災害に備えた防災対策と未来に備えた少子化対策で

す。防災対策では、避難所となる小中学校や市立保

育所などへ非常用発電機等を配備するほか、災害時

の情報伝達手段として、沿岸部の防災無線整備やＦ

Ｍおたるの難聴地域解消の取り組みを進めます。少

子化対策では、子どもの医療費助成を中学生の入院

まで拡大するほか、ひとり親世帯・生活困窮世帯な

どの中学生向けの学習支援・困りごと相談や、不妊

検査に対する助成を新たに開始します。

　また、経済の活性化に向けては、外国人旅行者数

の増加などで成長を続ける観光を柱として、商業な

ど関連産業との連携を高めながら経済効果の波及を

目指します。

　このように、新年度予算は、安全・安心への備え

や子育て支援を中心に、公約の推進を重視した施策

を展開し、�みらいに向けた�備え・はぐくみ�予

算�として編成したところです。

　本市の財政は、平成22年度に累積赤字を解消しま

したが、当初予算編成では毎年度財源不足が生じて

おり、依然として厳しい財政状況が続いています。

このため、昨年11月に�小樽市収支改善プラン�を

策定し、収支改善に向けた取り組みを進めていると

ころです。

　今後も厳しい財政運営が予想されますが、収支改

善プランの取り組みを着実に実行し、財政の健全化

に努めるとともに、多くの皆さまとの対話を促進

し、安全・安心で活力あふれるまち

の実現に向けて、スピード感を持っ

て市政運営を進めてまいります。

小樽市長　迫 俊哉

平成３１年度の予算編成に当たってし
た
が
、
幸
小
学
校
の
耐
震
補
強

等
事
業
や
色
内
ふ
頭
の
老
朽
化
対

策
事
業
の
着
工
な
ど
に
伴
い
、
８

億
２
８
１
０
万
円
増
の　

億
６
２

３９

収
支
均
衡
予
算
を
編
成

　

平
成　

年
度
予
算
の
一
般
会

３１

計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
合

わ
せ
た
全
会
計
の
総
額
は
、
１
１

５
７
億
６
５
８
１
万
円
で
、　

年
３０

度
の
当
初
予
算
と
比
べ
る
と
、　

１４

億
８
８
６
３
万
円
（
１
・
３
％
）

増
加
し
ま
し
た
（
予
算
の
概
要
に

つ
い
て
は
、
４
ペ
ー
ジ
上
の
表
を

参
照
）。

　

こ
の
う
ち
、
市
の
基
本
的
な
会

計
で
あ
る
一
般
会
計
の
予
算
額

は
、
５
７
２
億
１
３
０
万
円
で
、

　

年
度
と
比
べ
る
と
、　

億
９
０

３０

２０

９
９
万
円
（
３
・
８
％
）
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、　

年
度

３０

予
算
で
は
、
除
雪
費
の
う
ち
除
排

雪
業
務
委
託
料
な
ど
を
補
正
予
算

で
計
上
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
こ

の
除
雪
費
の
補
正
予
算
分
を
加
え

た　

年
度
予
算
額
と
比
べ
る
と
、

３０

２
月　

日
か
ら
３
月　

日
ま
で
開
催
さ
れ
た
市
議

20

１４

会
第
１
回
定
例
会
で
、
平
成　

年
度
予
算
案
が
可
決

31

さ
れ
ま
し
た
。
そ
こ
で
、
予
算
の
概
要
と　

年
度
に

３１

行
う
主
な
事
業
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

６
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳　

出
】

�
民
生
費
／
民
間
保
育
施
設
等
整

備
支
援
事
業
費
補
助
金
な
ど
で
減

�一般財源と特定財源

　一般会計の収入は、

市税や地方交付税など

市が独自の判断で使え

る「一般財源」と、国

や北海道からの支出金

など使い道が限られる

「特定財源」に分けら

れます。

用語解説
主な使用用途一人当たりの金額

保育所、高齢者福祉、生活保護など21万5500円民 生 費
道路、公園、港湾の維持整備、除雪など4万8500円土 木 費
保健所や葬斎場、ごみ処理など4万300円衛 生 費
学校教育や図書館、体育施設など2万4900円教 育 費
商工業や観光、雇用、農林水産など2万2800円商工費など
庁舎の維持管理、戸籍管理、選挙など1万4900円総 務 費
市が借りたお金を返すための経費4万3300円公 債 費
職員の給与など7万2500円職員給与費
議会、消防など1万400円そ の 他

３　平成３１（２０１９）年４月　広報おたる

保
険
給
付
費
の
減
が
見
込
ま
れ
る

こ
と
な
ど
か
ら
４
億
５
９
８
３
万

円
の
減
、
住
宅
事
業
会
計
で
、
若

竹
住
宅
３
号
棟
の
建
替
事
業
が
終

了
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
６
億
５
８

０
４
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計
全
体
で
は　

億
５
３
１

１９

万
円
（
５
・
５
％
）
減
の
３
２
７

億
３
６
８
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

企
業
会
計
で
は
、
病
院
事
業
会

計
で
、
医
業
収
益
の
増
収
に
伴
う

医
療
材
料
費
の
増
や
職
員
数
の
増

加
等
に
伴
う
給
与
費
の
増
な
ど
に

よ
り
７
億
８
６
０
万
円
の
増
、
下

水
道
事
業
会
計
で
、
建
設
事
業
費

の
増
加
な
ど
に
よ
り
４
億
７
４
４

７
万
円
の
増
と
な
り
、
全
体
で
は

　

億
２
９
５
万
円
（
５
・
３
％
）

１３増
の
２
５
８
億
２
７
７
０
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

財
政
健
全
化
へ
向
け
て

　
　

年
度
一
般
会
計
は
、　

年
度

３０

２９

に
引
き
続
き
実
質
収
支
の
黒
字
を

確
保
で
き
る
見
通
し
で
す
。
一
方

で
、　

年
度
の
予
算
編
成
で
は
、

３１

　

年
度
と
同
様
に
多
額
の
財
源
不

３０足
が
生
じ
た
こ
と
か
ら
、
財
政
調

整
基
金
の
取
り
崩
し
な
ど
の
財
源

対
策
に
よ
り
収
支
均
衡
を
図
っ
た

と
こ
ろ
で
す
。

少
し
ま
し
た
が
、
障
害
者
福
祉
費

や
認
定
こ
ど
も
園
・
私
立
幼
稚
園

に
対
す
る
教
育
・
保
育
給
付
費
負

担
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
２
億

８
２
５
２
万
円
増
の
２
４
９
億
９

３
８
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
土
木
費
／
除
排
雪
業
務
委
託
料

な
ど
の
除
雪
費
を
当
初
予
算
で
計

上
し
た
ほ
か
、
色
内
ふ
頭
老
朽
化

対
策
事
業
費
の
増
加
な
ど
に
よ

り
、９
億
３
８
０
６
万
円
増
の　
５６

億
３
０
３
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
衛
生
費
／
産
業
廃
棄
物
処
分
事

業
特
別
会
計
へ
の
繰
り
出
し
な
ど

で
減
少
し
ま
し
た
が
、
病
院
事
業

会
計
へ
の
繰
り
出
し
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
５
６
２
１
万
円
増
の　
４６

億
７
２
０
４
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
教
育
費
／
幸
小
学
校
の
耐
震
補

強
等
事
業
の
実
施
な
ど
に
よ
り
、

８
億
５
７
５
２
万
円
増
の　

億
９

２８

０
４
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計
・
企
業
会
計

　

特
別
会
計
で
は
、
港
湾
整
備
事

業
会
計
で
、
中
央
５
号
上
屋
の
建

設
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
な
ど
か

ら
、　

年
度
当
初
予
算
と
比
較
し

３０

て
８
億
２
６
１
万
円
の
減
と
な
る

ほ
か
、
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計

で
、
被
保
険
者
数
の
減
少
に
よ
り

市税
１３５億７３５０万円
（２３．７％） 諸収入

２７億４２７５万円
（４．８％）

使用料・手数料・
繰入金など
３０億８４９２万円
（５．４％）

地方交付税
１５７億３６００万円
（２７．５％）

国庫支出金国庫支出金
１１６１１６億５３１９万円億５３１９万円
（２０（２０．４．４％）％）

市債
３９億６２６０万円
（６．９％）

道支出金
３３億９２１４万円
（５．9％）

その他（地方譲与税・交付金など）
30億5６２0万円（５．４％）

民生費
２４９億９３８７万円
（４３．７％）

土木費
５６億３０３１万円
（９．８％）

教育費
２８億９０４１万円
（５．０％）

総務費
１７億３２４３万円
（３．０％）

公債費
５０億１９５３万円
（８．８％）

職員給与費
８４億１０４６万円
（１４．７％）

その他（議会費・消
防費など）　
１２億13万円（２．２％）

依存財源（66．１％）
３７８億１３万円

歳　　出 ５７２億１３０万円

一般会計の歳入・歳出
歳　　入 ５７２億１３０万円

衛生費
４６億７２０４万円
（８．２％）

商工・労働・農林
水産業費
２６億５２１２万円
（4.6％）

約4９万３１００円（人口１１万６０００人として）

�自主財源とは

　市税や使用料・手数料など市で自ら調
達できる財源

�依存財源とは

　交付税をはじめとする国などからの支
出金や市債などの財源

自主財源（３３．９％）
194億117万円

市民一人当たりの一般会計歳出の内訳

用語解説
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本
市
で
は
、
今
後
も
人
口
減
少

が
進
む
と
推
計
さ
れ
て
お
り
、
市

税
や
地
方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財

源
収
入
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
こ

と
か
ら
、
財
政
面
に
お
い
て
も
厳

し
い
状
況
が
続
く
も
の
と
予
想
さ

れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
を
踏
ま

え
、
将
来
に
わ
た
っ
て
効
率
的
か

つ
安
定
的
に
行
政
運
営
が
持
続
で

伸び率増減額３０年度当初予算３１年度当初予算会計区分

3.8％２０億９０９９万円５５１億１０３１万円572億130万円一般会計

▲41.3％▲８億２６１万円１９億４４２６万円１１億４１６５万円港 湾 整 備

特
別
会
計

▲4.6％▲２２４万円４８３８万円４６１４万円青果物卸売市場

9.5％３２２万円３３９０万円３７１２万円水産物卸売市場

▲3.2％▲4億５９８３万円１４４億８６８万円１３９億４８８５万円国 民 健 康 保 険

▲47.3％▲６億５８０４万円１３億９２４９万円７億３４４５万円住 宅

▲0.0％▲５６万円１４６億３８８７万円１４６億３８３１万円介 護 保 険

▲45.1％▲３８４８万円８５２６万円４６７８万円産業廃棄物処分

2.5％５３２３万円２０億９０２８万円２１億４３５１万円後期高齢者医療

▲5.5％▲１９億５３１万円３４６億４２１２万円３２７億３６８１万円小　計

5.8％７億８６０万円１２２億９２６２万円１３０億１２２万円病 院

企
業
会
計

1.8％９１７１万円５０億７２５３万円５１億６４２４万円水 道

7.0％４億７４４７万円６８億８５８万円７２億８３０５万円下 水 道

1.6％２２８万円１億４４２２万円１億４６５０万円産業廃棄物等処分

12.5％２５８９万円２億６８０万円２億３２６９万円簡 易 水 道

5.3％１３億２９５万円２４５億２４７５万円２５８億２７７０万円小　計

1.3％１４億８８６３万円１１４２億７７１８万円１１５７億６５８１万円合　計

�病児保育事業費補助金（42８万円）
　学校法人小樽学園いなほ幼稚園が
今秋に専用施設を開設し、実施予定
の病児保育に対して経費の一部を補
助
�こども医療助成費（市の単独分）
（7003万円）
　子どもの医療費の自己負担分の一
部を助成。４月より中学生の入院医
療費を助成対象に追加
�子どもの学習・生活支援事業費
（4２７万円）
　ひとり親世帯や生活困窮世帯など
の中学生向けに、学習支援や困りご
と相談などの包括的な支援を実施

�非常時停電対策関係経費（19５０万
円[住宅特会、病院事業会計、水道事
業会計含む]）
　大規模停電に備え、小中学校・市
立保育所などの指定避難所や夜間急
病センターなどへ非常用発電機等を
整備
�防災行政無線(同報系)整備事業費
（1億5000万円）
　津波や高潮に備え、防災行政無線
(屋外スピーカー )の整備に着手
�防災情報通信設備整備事業費
（1000万円）
　災害発生時に市内全域へ情報提供
を可能にするため、ＦＭおたる難聴
地域の解消に向けた送信設備増設の
調査・実施設計に着手

�北海道・小樽ビジネスフォーラム
開催事業費（180万円）
　首都圏での広範なビジネスネット
ワーク構築を図るため、東京で
フォーラムを開催し、市長による
トップセールスなどを実施
�観光案内所運営費交付金（26６０万円）
　小樽観光協会が観光案内所を市内
３か所に開設して運営。増加する外
国人観光客への対応と案内サービス
充実のため、通訳スタッフを１名増
員

子ども・子育て

生活基盤

平成３１年度予算の概要

平成３１年度に行う主な新規・拡大事業

�廃棄物最終処分場拡張整備事業費
（55００万円[産廃特会含む]）
　かさ上げによる一般廃棄物最終処
分場の延命化の実施に向けて設備等
を更新

生きがい・文化

�美術館施設改修事業費（1５００万円）
　幅広い作品展示に対応できるよう
展示室のベースライト等をＬＥＤ照
明に更新

環境・景観
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�(仮称)北前船寄港地フォーラムin
北海道小樽・石狩実行委員会補助金
（２００万円）
　北前船の寄港地として本市が日本
遺産の認定を受けたことから、石狩
市と共同でフォーラムを開催

�一般会計とは

　福祉や教育、商工業の

振興、道路の整備など地

方公共団体の行政運営に

おける基本的な会計で

す。

�特別会計とは

　国民健康保険や介護保

険など特定の事業に限定

し、一般会計と区分する

ために設置する会計で

す。それに係る特定の歳

入と歳出により個別に経

理を行います。

�企業会計とは

　企業経営という観点を

取り入れ、病院事業、水

道事業など地方公営企業

法の全部、または一部の

適用を受ける会計です。

用語解説

産業振興

市民福祉
�糖尿病性腎症重症化予防事業費
（515万円[国保特会]）
　糖尿病疾病者の重症化を防ぐた
め、未治療者の受診勧奨や保健指導
を新たに実施

�
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詳
し
く
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を

ご
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い
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中小企業の設備投資支援策を
ご案内します！
市では、生産性向上特別措置法に基づき、認定を受けた中小企業の
設備投資を支援していますので、その概要についてお知らせします。

子
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集


